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様式第１号
文　書　番　号
令和８年　月　日

新潟県知事　　　　　　　　様

住　　所　　
名　　称
代表者名　　　　　　　　


令和８年度新潟県原子力立地給付金交付事業
公募に係る書類の提出について

　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和８年度新潟県原子力立地給付金交付事業交付金について、下記の書類を添えて応募します。
記

１　様式第２号　応募者概要
２　様式第３号　事業実施計画書
３　様式第４号　収支計画書
４　様式第５号　暴力団等の排除に関する誓約書
５　その他添付資料

様式第２号

応　募　者　概　要

１　応募者概要
	団体名称
	

	住　　所
	（〒　　－　　　）


	実施部署名
	

	担当者名
	

	電　話
	

	ＦＡＸ
	

	メールアドレス
	



２　実施体制（委託先も含めた実施体制を記載）

様式第３号
新潟県原子力立地給付金交付事業実施計画書
○　交付規則及び運用通達を熟読の上、下記の項目に記載して下さい。
○　ページ数の制限はありません。
	１　交付対象地域（公募要領の記載内容を表示）
　市町村名（旧市町村名）　　　交付規則第９条の選択措置
①　○○市（旧○○○）　　　（ロ～へ）
②　○○市（旧○○○）
③　○○市（旧○○○）

	２　交付対象者　　※　交付規則、運用通達等に基づき記載
(1) 電灯需要家
(2) 電力需要家
(3) 交付対象から除かれる需要家　等

	３　交付金額　　　※　交付規則、運用通達等に基づき記載
(1) 市町村別交付単価
上記「１ 交付対象地域」の地域別の交付単価及び算定式を記載
(2) 給付金額の算定方法
給付金額の算定式を記載

	４　交付時期及び交付方法



	５　不交付の場合の措置
　　交付不能及び受領辞退等による不交付の際の対応を記載

	６　電気事業者との協働体制
　　電気事業者等との協働体制について記載
　　（電力会社との業務連携を示す書類があれば添付すること）

	７　個人情報の管理
○　プライバシーマークの取得の有無、個人情報の管理に関する規則等について記載。（規則等があれば添付すること）
○　情報管理体制や協働体制について記載

	８　年間業務スケジュール
年間の業務内容を記載したスケジュール表を作成（様式は任意）

	９　その他
上述以外で、事業を行ううえで特記する事項等があれば記載





様式第４号
新潟県原子力立地給付金交付事業収支計画書
(1) 収入
	区　分
	予算額（円）
	内　　容

	県補助金
	
	原子力立地給付金　　　　　　　　円
一般事務費　　　　　　　　　　　円

	自己資金
	
	

	その他
	
	

	合　計
	
	



(2) 支出
原子力立地給付金
	区　分
	内　　容
	予算額（円）
	積算内訳

	原子力立地給付金
	電灯需要家
電力需要家
	
	別添のとおり


　
一般事務費
	区　分
	内　　容
	予算額（円）
	積算内訳

	人件費
	
	
	

	旅　費
	
	
	

	会議費
	
	
	

	印刷費
	
	
	

	消耗品費
	
	
	

	通信運搬費
	
	
	

	振込・
給付金交付手数料
	
	
	

	事務機・
電算機処理費
	
	
	

	システムプログラム開発費
	
	
	

	諸経費
	
	
	

	委託費
	
	
	

	合　計
	
	
	


＊　委託費の内容は、上記の内容欄に詳しく記載すること。


様式第５号

暴力団等の排除に関する誓約書

令和８年　月　日


新潟県知事 　　　　　　様

住　所
名　称
代表者名　　　　　　　　　　


私は、次の事項について、いずれにも該当しないことを誓約します。
また、次の事項に該当することになった場合は、速やかに届け出るとともに、新潟県原子力立地給付金交付事業交付金の交付決定の取消など、県が行う一切の措置について異議申し立てを行いません。

１　暴力団
新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号。以下「条例」という。）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。
２　役員等(*)が暴力団員である者
*　その支店又は営業所の代表者その他これらと同等の責任を有する者をいう。
３　暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与している者
４　自己、その属する法人、法人以外の団体若しくは第三者の不正の利益を図目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者
５　暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与している者
６　その他暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者

